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      総行選第６４ 号 

総情適第３１ 号 

 令和８年７月１７日 

 

 

各 都 道 府 県 知 事  

各都道府県選挙管理委員会委員長 

 各 指 定 都 市 市 長  

 各指定都市選挙管理委員会委員長 

 

 

総 務 大 臣 

  

 

公職選挙法及び特定電気通信による情報の流通によって発生する権利侵害等へ

の対処に関する法律の一部を改正する法律の公布について（通知） 

 

 

今国会において成立をみた公職選挙法及び特定電気通信による情報の流通によって

発生する権利侵害等への対処に関する法律の一部を改正する法律（令和８年法律第 58

号。以下「改正法」といいます。）が本日公布され、令和９年３月１日から施行されま

す。 

選挙におけるＳＮＳの利用の在り方については、議員立法による公職選挙法の一部

を改正する法律（令和７年法律第 19号）附則第３項において、「選挙に関するインタ

ーネット等の利用の状況（略）その他の最近における選挙をめぐる状況に対応するた

めの施策の在り方については、引き続き検討が加えられ、その結果に基づいて必要な

措置が講ぜられるものとする。」と規定されました。その後、衆参各会派を代表する議

員で構成される「選挙運動に関する各党協議会」において、選挙におけるＳＮＳ利用

の在り方について議論が行われました。改正法は、昨年の参議院議員通常選挙や、今

年の衆議院議員総選挙における状況も踏まえ、この各党協議会において取りまとめら

れた内容が法制化されたものです。 

 

貴職におかれましては、改正法の内容を十分御理解いただくとともに、改正後の公

職選挙法（昭和 25年法律第 100号。以下「公選法」といいます。）の運用に遺漏のな

殿 
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いよう、下記事項に御留意いただくようお願いします。また、各都道府県知事及び各

都道府県選挙管理委員会委員長におかれましては、貴都道府県内の指定都市を除く市

区町村長及び市区町村の選挙管理委員会委員長に対しても、この旨周知いただくよう

お願いします。 

 

記 

 

第１ 公職選挙法の一部改正 

１ 電子メールを利用する方法による文書図画の頒布に係る規制の廃止 

インターネット等を利用する方法による選挙運動又は当選を得させないための

活動に使用する文書図画の頒布に係る規制のうち、電子メールを利用する方法に

よる文書図画の頒布に係る送信主体の制限等の規制を廃止し、現行のウェブサイ

ト等を利用する方法による文書図画の頒布に係る規制に統一するものとされたこ

と。（改正法による改正後の公選法（以下「新公選法」という。）第 142 条の４

及び第 142条の５第２項関係） 

 

２ インターネット等を利用する方法により人工知能関連技術を利用して作成され

た画像等が掲載された文書図画を頒布する者の表示義務 

人工知能関連技術を利用して作成され又は改変された画像又は映像（その改変

の内容が社会通念に照らして軽微であるもの又は実際に撮影されたものと誤認さ

れるおそれのないものを除く。）が掲載された次に掲げる文書図画をインターネ

ット等を利用する方法により頒布する者は、当該画像又は映像が人工知能関連技

術を利用して作成され又は改変されたものである旨が、当該文書図画に係る電気

通信の受信をする者が使用する通信端末機器の映像面に正しく表示されるように

しなければならないものとされたこと。（新公選法第 142条の５関係） 

・ 選挙運動のために使用する文書図画 

・ 当選を得させないための活動に使用する文書図画であって、選挙の期日の公

示又は告示の日からその選挙の当日までの間に頒布されるもの 

 

３ 選挙に関しインターネット等を利用する者の責務 

選挙に関しインターネット等を利用する者は、公職の候補者に関し虚偽の事項

を公にし、又は事実をゆがめて公にして選挙の公正を害することがないようにし

なければならないものとされたこと。（新公選法第 142条の７第１項関係） 
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第２ 特定電気通信による情報の流通によって発生する権利侵害等への対処に関する

法律（平成 13年法律第 137号）の一部改正 

１ 大規模特定電気通信役務提供者が講ずべき選挙の公正に対する悪影響を軽減す

るための措置（改正法による改正後の特定電気通信による情報の流通によって発

生する権利侵害等への対処に関する法律（以下「新情報流通プラットフォーム対

処法」という。）第 27条の２関係） 

⑴ 大規模特定電気通信役務提供者は、その提供する大規模特定電気通信役務を

利用して行われる特定電気通信による情報の流通のうち、法令に違反する情報

の流通、虚偽の情報の流通、事実をゆがめた情報の流通その他の選挙の公正を

害するおそれのある情報の流通による悪影響を軽減するため、当該大規模特定

電気通信役務の特性に応じ、必要な措置を講じなければならないものとされた

こと。 

⑵ 総務大臣は、⑴に基づき大規模特定電気通信役務提供者が講ずべき措置に関

して、その適切かつ有効な実施に資するために必要な指針を定めるものとする

ものとされたこと。 

⑶ 総務大臣は、⑵の指針を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならないものとされたこと。 

 

２ 大規模特定電気通信役務提供者の公表事項の追加（新情報流通プラットフォー

ム対処法第 28条第５号関係） 

大規模特定電気通信役務提供者が毎年１回公表しなければならない事項に、１

⑴の措置の実施状況を追加するものとされたこと。 

 

３ その他 

大規模特定電気通信役務提供者の指定等に関し所要の規定の整備を行うものと

されたこと。 

 

第３ 施行期日等 

１ 施行期日 

改正法は、令和９年３月１日から施行するものとされたこと。ただし、３の一

部及び４は、公布の日から施行するものとされたこと。（改正法附則第１条関係） 

２ 適用区分 
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新公選法の規定は、改正法の施行の日以後その期日を公示され又は告示される

選挙について適用し、改正法の施行の日の前日までにその期日を公示され又は告

示された選挙については、なお従前の例によるものとされたこと。（改正法附則

第２条関係） 

３ 経過措置 

大規模特定電気通信役務提供者の指定、罰則等に関し、所要の経過措置を設け

るものとされたこと。（改正法附則第３条から第６条まで関係） 

４ 検討 

⑴ インターネットを利用する方法による在外投票の導入については、在外投票

における郵便等投票の状況を踏まえつつ、選挙の公正を確保する観点から、投

票をしようとする選挙人が本人であるかどうかの確認を確実に行うための手段

に係る事項、選挙人が投票に用いる電子計算機の映像面において公職の候補者

に関し表示すべき事項及びその表示の方法その他の必要な事項について、この

法律の公布後１年を目途として検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措

置が講じられるものとするものとされたこと。（改正法附則第８条第１項関係） 

⑵ 選挙運動のためにする街頭演説その他公職の候補者等（公職の候補者又は公

職の候補者となろうとする者（公職にある者を含む。）をいう。）が実施する

演説を妨げる行為に対応するための施策の在り方については、政治活動の自由

に配慮しつつ、当該演説が選挙人の意思決定等のための重要な機会であること

に鑑み、その機会を保障する観点から、引き続き検討が加えられ、その結果に

基づいて必要な措置が講じられるものとするものとされたこと。（改正法附則

第８条第２項関係） 

 

以上 


